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防 災 課 

 

 

港区地域防災計画(令和６年３月修正)（素案）について 

 

 

１ 計画修正の背景と課題 

  令和４年５月、東京都防災会議は約 10 年ぶりに首都直下地震等による被害の想定を見 

直し公表をしました。これを受け、区では、本年３月、独自にこの被害想定を踏まえた区

内各地区における被害の想定について、追加で調査・分析をし、各地区において想定され

る被害・課題を明らかにしています。 

  また、本年５月、国の中央防災会議は「防災基本計画」を修正し、公表したほか、同月、

東京都防災会議は、昨年４月の被害想定において明らかになった震災リスクを踏まえて

修正した「東京都地域防災計画」を公表しています。 

こうしたことを踏まえ、区においても、区及び防災関係機関の防災対策に関わる羅針盤

となる「港区地域防災計画」を修正し、より実効性を高め、地域防災力を向上します。 

 

２ 修正のポイント 

（１）被害想定について 1-24第１部第２章（36/1228） 

新たな被害想定結果は、前回（平成 24 年度の被害想定）と比較して、人的被害であ

る死者(127 人)及び負傷者(5,274 人)は減少し、物的被害である住宅やライフライン等

への被害についても全壊棟数約 782棟、断水率約 34％、停電率約 10.9％と想定され、

減少しています。一方、想定される避難者（58,408人）や帰宅困難者（531,372人）は

増加するともに、閉じ込めにつながりうるエレベーターの台数（1,357台）も増加して

います。 

こうした被害想定の調査分析結果を元に、５地区の地域特性を踏まえた課題や区全体  

で取り組む対策などを掲げます。 

 

（２）減災目標の設定 1-5第１部第１章（17/1228） 

区及び防災関係機関で構成する港区防災会議では、東京都が目指す「2040年代の目指 

すべき東京の姿」も踏まえ、中間地点である令和 12（2030）年度までの目標達成に向け

て、防災の基本理念である「自助」「共助」「公助」に基づく区、区民、事業者の連携に

より、地域の防災力を向上し、災害に強い都心づくりを進めていきます。 

 

（３）防災対策の柱及び視点 1-6第１部第１章（18/1228） 

 減災目標の確実な達成のため、３つの柱と分野横断的な４つの視点を元に防災対策に

取り組みます。 

減災目標 

令和 12(2030)年度までに、首都直下地震等による人的・物的被害を概ね半減させる。 
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（４）減災目標の達成に向けた主な取組 

減災目標の達成に向け、防災対策の視点を踏まえつつ、区では主な取組として、次の

４つの取組を推進します。 

 
 

（５）各機関における修正 

   そのほか、各機関における主な修正は、次のとおりです。 

 
 

 

 

３つの柱 

①家庭や地域における防災・減災対策の推進 

②区民の生命、身体、財産と港区の都市機能を守る応急体制の強化 

③すべての被災者の安全で質の高い生活環境と早期の日常生活の回復 

分野横断的な視点 

①「ハード対策」の加速化 

すべての防災・減災対策の前提となる「強靭なまちづくり」を加速化します。 

②「多様性」の反映 

これまでの被災経験や被災地支援の教訓を活かし、女性や子ども、要配慮者など多

様性の視点を防災対策に反映します。 

③「防災ＤＸ」の推進 

防災対策の実効性を高め、加速化するツールとしての「防災ＤＸ」を積極的に推進

します。 

④「人口構造」の変化を踏まえた対策 

若い世代の減少や高齢化など、今後の人口構造の変化も踏まえた対策を推進します。 

① 建築物等のさらなる耐震対策の促進 2-1第２部第１章（83/1228） 

② 帰宅困難者対策の強化 2-51第２部第４章（133/1228）/3-175第３部第 21章（413/1228） 

③ 要配慮者への配慮 2-84第２部第６章（166/1228）/3-92第３部第９章（330/1228） 

④ マンション等の共同住宅における防災活動 2-93第２部第７章（175/1228） 

① 東京都建設局第一建設事務所、東京都港湾局、東京都水道局、東京都下水道局、東京 

都交通局 …東京都地域防災計画に基づく内容を反映。 

② 陸上自衛隊 …要請等の方法及び連絡先の変更。 

③ 日本郵便株式会社 …指定公共機関の役割の業務内容の修正等。 

④ 東日本電信電話株式会社 …指定公共機関の役割の業務内容の修正等。 

⑤ 東京ガス株式会社 …防災知識の普及啓発、ホームページの記載内容を追記、ライ

フライン施設の応急・復旧対策における初動の修正等。 

⑥ 東海旅客鉄道株式会社 …職員の防災教育及び訓練における訓練対象地震の修正。 

⑦ 首都高速道路株式会社 …応急復旧活動フローの修正等。 

⑧ 日本赤十字社 …指定公共機関の役割の業務内容の修正等。 

⑨ 東京消防庁 …減災目標を踏まえた初期消火能力の向上等。 

⑩ 警視庁 …遺体の取り扱い 
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３ 検討経過《会議体等における検討の経過》 

  令和５年１１月１６日 港区防災会議幹事会(素案) 

     １２月 ７日 港区防災会議(素案) 

 

４ 今後のスケジュール（予定）《議会報告、パブリックコメント等》 

  令和５年１２月下旬 パブリックコメント(～１月下旬まで) 

  令和６年 ３月上旬 港区災害対策検討委員会（案） 

        ３月上旬  港区防災会議幹事会（案） 

３月中旬  港区防災会議（案） 

３月下旬  防災・危機管理等安全対策特別委員会へ 

パブリックコメントの実施状況等を情報提供 


